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１　検査・医療体制の強化

 新型コロナウイルス感染症対策事業 5,124,708

[2,637,780]

 医療・福祉サービス従事者への慰労金支給事業 1,777,821

[3,400,000]

 新設医療機関向け運営資金利子補給事業 8,000

〈債務負担行為〉 〈55,792〉

[－]

介護職員負担軽減支援事業 217,200

[35,752]

新型コロナウイルス感染症対策

（健康福祉部地域福祉課、長寿福祉課、障がい福祉課、子ども家庭課、
地域医療課、教育庁義務教育課）

　感染のリスクと向き合いながら業務に従事する職員や、日ごろ感染防止対策を講じなが
らサービスの継続に努める職員に対して、慰労金を支給します。
　　事業内容　 保育士など児童福祉施設等職員（０．９万人分）

施設に勤務し利用者と接する職員　　　　　         ５万円／人
　　財　　源　新型コロナウイルス対策寄附金

（特別職給与削減分含む）
 医療機関職員（２万人分→２．５万人分）

感染患者を受け入れた医療機関の医療従事者・職員 ２０万円／人
病床を確保した医療機関の医療従事者・職員　　　 １０万円／人
その他の医療機関の医療従事者・職員　　　　　　　 ５万円／人
　　財　　源　包括支援交付金（国１０／１０）

 介護・障がい福祉施設職員（２．６万人分→４万人分）
感染者または濃厚接触者に対応した施設の職員　　 ２０万円／人
その他の施設に勤務し利用者と接する職員 ５万円／人
　　財　　源　包括支援交付金・生活困窮者就労準備支援事業費等

補助金（国１０／１０）

（健康福祉部長寿福祉課）

　見守りセンサーの導入等に伴う施設一体での通信環境整備を支援することで、利用者へ
の接触時間の削減や、介護業務時間の短縮により施設の衛生管理・利用者の体調管理に要
する時間の確保を図り、施設内における感染防止対策を強化します。
　　事 業 内 容  見守りセンサーの導入経費を支援
    補　助　率　１／２
　　補助上限額  ７５０万円／施設
　　財　　　源　地域医療介護総合確保基金

（健康福祉部地域医療課）

　（独）福祉医療機構の優遇融資の対象とならない医療機関に対して、利子補給を行い、
借入れ負担の軽減を図ります。
　　借 入 限 度 額　４，０００万円
    利 子 補 給 率　当初５年間　１０／１０

６年目以降　利用者負担分０．２％を除く部分（上限２％）
　　利子補給期間　１５年以内
　　財  　　　源　地域医療介護総合確保基金

予 算 額
［２年度８月現計］

（単位：千円）

　新型コロナウイルス感染症の第２波に備え、さらなる検査・医療体制の強化を図りま
す。
　　事業内容　 患者を受け入れる一般・重症病床を確保するため、空き病床の確保を

支援（単価引き上げ、対象病床の拡大）
　　１床あたり５．２万円～３０．１万円／日

 入院患者の受入れに必要な設備整備を支援
超音波画像診断装置、血液浄化装置　等

 専門外来の院内感染防止に必要な設備整備を支援
簡易診察室、ＨＥＰＡフィルター付空気清浄機　等

 インフルエンザ流行期に備え、多くの医療機関における検査体制を整備
（３，０００件／日）
また、県内企業と提携し、抗原検査キットの備蓄体制を整備

　　財　　源　   包括支援交付金・地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部保健予防課、地域医療課）
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 新型コロナウイルス感染症クラスター防止協力金 200,000

[50,000]

 中小企業等における感染拡大防止対策事業 600,000

[－]

 医療機関・社会福祉施設等における感染拡大防止対策事業 3,442,791

[2,100,000]

 地域公共交通運行継続特別支援事業 283,548

[－]

（健康福祉部長寿福祉課、障がい福祉課、地域医療課）

　医療機関や社会福祉施設等における感染拡大防止に必要な対策を支援します。
　　補助内容　 衛生用品の購入や職員の研修受講等、感染症対策に必要な経費

 医療機関
補　助　率　１０／１０
補助上限額　病院　２００万円＋５万円×病床数　等

介護・障がい施設
補　助　率　１０／１０
補助上限額　サービス区分に応じて、

２．７万円～２３７．４万円／箇所
（入所系(介護) ３．５万円～４．８万円／定員）

 ３密を避けてサービス提供を行うために必要な備品等の購入や、サービ
スの利用を休止している利用者への利用再開に向けた取組み

介護・障がい（通所・訪問等）
補　助　率　１０／１０
補助上限額　備品等の購入　２０万円／箇所

利用再開支援　１，５００円～６，０００円／人
　 県において防護具や衛生用品等の備蓄体制を強化

　　財　　源　   包括支援交付金（国１０／１０）

（地域戦略部交通まちづくり課）

　新型コロナウイルス感染拡大により、経営に大きな影響が生じている地域鉄道・路線バ
ス事業者等を市町とともに支援します。
　　補助内容　鉄道・バスの運行にかかる経費

 補助率　県１／２（市町１／２）
タクシー事業者の車両維持にかかる経費

 補助額　５万円／台
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（健康福祉部保健予防課）

　感染拡大防止を図るため、県の要請に応じて休業や営業時間の短縮を実施する事業者に
協力金を支給します。
　　支 給 額　　 休業

１万円／日・事業所×休業日数
１週間以上連続して休業した場合　５万円加算

 営業時間短縮
５，０００円／日・事業所×短縮日数
１週間以上連続して営業時間を短縮した場合　２．５万円加算

　　財　　源　   地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動の両立を図るため、アクリル板の
設置や体温計の購入など感染防止対策を行った事業者に対して支援します。
　　対  象  者　県内に所在する「感染防止徹底宣言」ステッカーの掲示を行う事業者
　　補  助  率　４／５
　　補助上限額　１０万円／事業所（下限５万円）

※ガイドラインの見直し等により、必要な対策を実施した場合には
別途加算あり

　　財　　  源　地方創生臨時交付金

２　安心できる県民のくらしを確保

（産業労働部産業政策課、健康福祉部保健予防課）
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 地域公共交通利用環境整備支援事業 38,427

[－]

 ハッピーマリッジ応援事業 180,433

[－]

生活福祉資金貸付事業 303,000

[302,000]

森林整備地域活動支援対策事業 7,700

[49,359]

 デジタル県庁推進事業 299,038

[47,621]

（地域戦略部交通まちづくり課）

　新型コロナウイルス感染拡大の影響で落ち込んだ利用者数の回復を図るため、鉄道やバ
スの利用環境の整備を支援します。
　　補助内容　券売機のキャッシュレス化や無料Ｗｉ－Ｆｉの整備等にかかる経費
　　補 助 率　鉄道　県１／３（国１／３、市町１／３）

バス　県１／３（国１／３、事業者１／３）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（地域戦略部県民活躍課）

（健康福祉部地域福祉課）

　新型コロナウイルス感染症の影響による休業、失業等のため収入が減少する方に対し、
資金貸付を実施します。（貸付原資の積み増し）
　　事業内容　緊急小口資金

最大２０万円
総合支援資金

単身世帯の場合　　　１月あたり最大１５万円を原則３月以内
２人以上世帯の場合　１月あたり最大２０万円を原則３月以内

緊急小口資金、総合支援資金ともに無利子、保証人不要
　　実施主体　福井県社会福祉協議会
　　財　　源　生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国１０／１０）

（農林水産部森づくり課）

　令和２年度に入籍するカップル等を支援するとともに、結婚の機運醸成を図ります。
　　事業内容　県内のブライダル関連企業、飲食店、美容室、写真館等で利用できるカタ

ログギフト（５万円相当）を贈呈
２人のためのウエディング動画制作や打ち上げ花火イベントを、抽選の上
組数限定で実施
キャンペーン動画の配信

　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

　森林整備に必要な境界の明確化について、新型コロナウイルス感染拡大防止のため現地
での立会い等を回避しつつ、先行して境界案作成を行う市町に対して支援します。
　　補助対象　施業の集約化に向けた取組み等を行う市町
　　補 助 率　１０／１０
　　財　　源　森林整備地域活動支援交付金（国１０／１０）

（地域戦略部統計情報課、総務部人事課）

　新型コロナウイルス感染拡大防止に向けたデジタル活用やアフターコロナの「新しい生
活様式」に対応できるよう、県庁のさらなるデジタル化を推進します。
　　事業内容　 職員間でＷｅｂ会議ができるよう職員端末機器の更新

 国・市町・民間等とＷｅｂ会議ができるよう専用端末機器の整備
端末機器を所有しない職員がテレワークできるよう貸出端末機器の整備

 庁外から庁内ネットワークに接続できるモバイル端末機器の整備
 職員がテレワークで庁内の事務システムを使用できる環境の整備

　　財　　源　   地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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県庁舎感染リスク回避事業 90,266

[7,000]

 県警における感染拡大防止対策事業 21,918

[－]

 高齢者事故抑止のための緊急対策事業 17,055

[－]

 県内修学旅行支援事業 119,385

[－]

 県立大学システムネットワーク増強事業 251,955

[－]

（教育庁高校教育課、総務部大学私学課）

　県立学校および県内の私立学校において、感染拡大防止の観点から修学旅行の行先を県
内に変更した場合等に、経費の一部を県が負担します。
　　補助上限額　県内宿泊を伴う修学旅行に変更する場合　最大１５，０００円／人
　　　　　　　　嶺北⇔嶺南の修学旅行の場合、更に加算（＋３０，０００円／クラス）
　　　　　　　　　（公立小中学校については「新型コロナウイルス感染症収束に向けた
　　　　　　　　　　県内観光推進事業（ふくいｄｅお泊りキャンペーン）」を活用し、
　　　　　　　　　　同様に支援）
　　　        　県内に変更せず、キャンセルする場合　１２，０００円／人
　　財　　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（総務部大学私学課）

　県立大学におけるネットワーク環境を充実し、コロナ禍において学生が多様な形態によ
り授業を受けることができる体制を整備します。
　　事業内容　ネットワーク通信回線の容量増大、学内におけるＷｉ－Ｆｉ環境整備
　　　　　　　インターネット出願環境等整備
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

３　学校等における感染防止

（警察本部）

　新型コロナウイルス感染症の影響による交通環境の変化により、交通事故死者数が増加
している中、高齢者交通事故の更なる抑止を図るため、年末に向けて緊急対策を実施しま
す。
　　事業内容　薄暮時間帯における交通事故多発地域・路線での取締りを強化
　　　　　　　高齢者宅への戸別訪問による反射材着用の促進
　　　　　　　交通事故多発地域での重点的な広報
　　　　　　　ＳＮＳを活用した情報発信
　　財　　源　都道府県警察費補助金・地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（総務部財産活用課）

  県庁舎における感染リスクを低減するため、設備を更新することにより、県庁舎内の換
気機能の向上を図ります。
　　事業内容　県庁舎換気設備全熱交換器の更新
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（警察本部）

　警察職員が新型コロナウイルス感染症等の感染リスクを回避し、安全を確保しながら治
安維持活動を行うための環境を整備します。
　　事業内容　留置施設に隔離室を設置（１１か所）
　　　　　　　警察活動に必要な感染防止資機材を整備
　　財　　源　都道府県警察費補助金・地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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 県立大学連絡バス運行増便事業 2,475

[－]

 私立高等学校魅力アップ推進事業 6,000

[364,000]

新しい学校生活様式に向けた環境整備事業 34,413

[46,904]

130,738

[73,285]

県立学校における電気料の増額 20,000

[288,099]

（総務部大学私学課）

　県立大学において、永平寺・あわらキャンパス間の連絡バスを増便し、乗車する学生の
密接を避け、感染リスクの低減を図ります。
　　事業内容　連絡バス１台を増便
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（総務部大学私学課）

　臨時休校等に伴う未指導分の補習等にかかる経費を支援し、私立高校における学びの機
会を確保します。
　　補 助 内 容　 学習指導員等の追加人材を配置
　　補助上限額　   １００万円／校
　　財　　　源　   私立高校経常費助成費補助金・地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（教育庁教育政策課）

　学校再開後に、感染症対策として新たに必要となった消耗品や設備等を県立学校に整備
します。
　　事業内容　教員用ワイヤレスマイク、スピーカーの整備
　　　　　　　発熱等の体調不良に対応する休憩室（簡易ベッド等）の整備
　　財　　源　学校保健特別対策事業費補助金・地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（教育庁教育政策課）

　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

快適に学習できる環境整備事業（県立学校におけるトイレの洋式化） （教育庁教育政策課）

　新型コロナウイルス感染症対策として、普通教棟および寮における全てのトイレの洋式
化を行います。
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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＜県内消費のさらなる喚起＞

 デジタルバウチャーを活用した消費喚起・キャッシュレス促進事業 627,534

[－]

 眼鏡・伝統工芸品販売促進事業 72,000

[－]

 ふくいｗｏ味わうレストラン応援事業 19,665

[－]

 越前がに消費応援事業 15,876

[－]

（産業労働部産業政策課）

　県内の小売・サービス業店舗で利用できるデジタルバウチャー（割引チケット）を発行
し、県民の“ついで買い”を誘発・喚起するとともに、ウィズコロナ時代に対応したキャ
ッシュレス決済やデジタル販促活動を普及・促進します。
　　実施主体　県内関係団体によるデジタルバウチャー推進団体
　　　　　　　（県、商工会議所、商工会等による連合体）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部産業技術課）

　国のＧｏ Ｔｏ トラベルを利用した旅行者による眼鏡や伝統工芸品の購入を促進するこ
とにより、産地の売上回復を後押しします。
　　事業内容　販売促進事業に対する支援
　　　　　　　　　国の地域共通クーポンを利用した場合、クーポンと同額をさらに割引
　　　　　　　産地を巡る旅行商品の造成
　　実施主体　県眼鏡協会、各伝統工芸品産地組合
    財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

４　県内企業等への支援

（農林水産部流通販売課）

　国のＧｏ Ｔｏ ＥＡＴキャンペーンの開催に合わせ、県産食材を提供する飲食店の利用
促進を図ります。
　　事業内容　県産食材を提供する飲食店にロゴを発行し、ＣＭや新聞等においてＰＲ
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（農林水産部水産課）

　冬の味覚の代表である越前がにについて、旅館や飲食店等における消費減少に伴う魚価
の値崩れを防止するため、「贈りがに」による消費の拡大を図ります。
　　事業内容　お歳暮等で知人等に越前がにを贈る「贈りがに」購入費を支援
　　補 助 額　３，０００円（２万円以上購入した場合）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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＜新規取引・新分野展開への支援＞

 展示会出展・新スタイル商談支援事業 165,000

[－]

 県内企業取引マッチング促進事業 4,018

[－]

 デリバリーインフラ整備事業 16,000

[－]

 ジョブシェアリング促進事業 5,000

[－]

（産業労働部創業・経営課）

　オンライン商談会の開催等により、県内大手製造業者の調達先の県内回帰促進や県内中
小企業の新規受注を支援します。
　　事業内容　県内発注情報を紹介するサイトの構築、オンライン商談会の開催
    財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
　

（産業労働部創業・経営課）

　運輸事業者等が飲食店と連携して取り組むデリバリー事業を応援し、ウィズ・コロナ時
代に適応したインフラを整備します。
　　補助内容　デリバリー事業に参入するための経費
　　　　　　　　　補　助　率　２／３
　　　　　　  　　補助上限額　２００万円／件（地域加算　６５万円）
　　　　　　　飲食店が負担する手数料の割引を行うための経費
　　　　　　　　　補　助　率　１／２
　　　　　　　　　補助上限額　３００円／１配送あたり
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部産業技術課）

　新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少している製造業や伝統工芸産業に対
し、展示会等への出展や新たなチャレンジを支援し、事業継続を後押しします。
　　補助内容　展示会等への出展
　　　　　　　　　補 助 対 象　コロナの影響により事業収入が２０％以上減少した企業
　　　　　　　　　補　助　率　３／４
　　　　　　　　　補助上限額　７５万円
　　　　　　　新たな商談スタイルの取組
　　　　　　　　　補　助　率　３／４
　　　　　　　　　補助上限額　１５０万円
　　　　　　　伝統工芸の技術を活用した新たな分野の展示会等への出展
　　　　　　　　　補　助　率　３／４
　　　　　　　　　補助上限額　７５万円
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部労働政策課）

　新型コロナウイルス感染症の影響等による雇用情勢の悪化が懸念されるため、企業間の
雇用シェア（在籍型出向制度）等により労働移動を促進し、失業者の増加を抑制します。
　　事業内容　「雇用シェア促進協議会」を設置し、労働力過剰企業と人手不足企業との
　　　　　　　間における出向等のマッチングを促進
　　　　　　　雇用シェアによる一時的な労働移動を行った場合に、出向元・出向先双方
　　　　　　　の企業に対し応援金を支給（５万円／人）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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ものづくり・商業・サービス生産性向上支援事業 176,280

[210,000]

＜経営の安定化に向けた支援の継続＞

県制度融資（コロナ関連融資）の融資枠拡大 28,360,000

[28,167,731]

小規模事業経営支援事業 10,728

[961,544]

小規模事業者等再起応援金 20,000

[2,000,000]

〈2,160,000〉

　経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）および新型コロナウイルス感染症対応資金
の融資枠を拡大し、影響を受けた中小企業の資金繰りを支援します。
　　事業内容　経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）
　　　　　　　　　融　資　枠　５００億円→１，０００億円
　　　　　　　　　融資限度額　０．７億円
　　　　　　　新型コロナウイルス感染症対応資金
　　　　　　　　　融　資　枠　８００億円→１，６００億円
　　　　　　　　　融資限度額　０．４億円
　　財　　源　中小企業再生支援利子補給補助金　等

（産業労働部創業・経営課）

　新型コロナウイルス感染症の影響を受ける中小・小規模事業者からの相談対応を充実す
るため、商工会、商工会議所の経営支援体制を強化します。
　　事業内容　商工会、商工会議所の相談窓口に中小企業診断士等を配置
　　実施主体　７商工会議所、１３商工会、県商工会議所連合会、県商工会連合会
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部創業・経営課）

（産業労働部産業技術課）

　新型コロナウイルス感染症の影響を乗り越え、また今後の感染症等発生時にも継続的な
事業活動の実施を目指す中小企業等に対し、国の助成制度に加えて県独自に支援します。
　　補助内容　革新的サービス開発・試作品開発や販路開拓、ＩＴツール導入に必要な設
　　　　　　　備整備費　等
　　補助件数　３００件→９００件
　　補 助 率　１／８～１／６（国３／４～２／３、事業者１／８～１／６）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（産業労働部産業政策課）

〈債務負担行為〉

　新型コロナウイルス感染拡大により、経営に影響を受けた小規模事業者等に対し、売上
回復まで重い負担となる固定費の支払いを支援します。
　　支 給 額　１０万円／件
    補助件数　２万件→２万２００件
    財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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＜県内観光の促進＞

 イルミネーションエリア創出による夜間観光促進事業 199,000

[－]

 鉄道遺産魅力発信支援事業 5,110

[－]

 リモートトリップコンテンツ作成事業 8,930

[－]

 外国人旅行環境整備事業 18,332

[－]

新型コロナウイルス感染症収束に向けた県内観光推進事業 50,000

[1,375,000]

（交流文化部観光誘客課、産業労働部産業政策課）

　県内在住の留学生による観光地、宿泊施設等の受入れ環境調査を行い、外国人目線での
おもてなし環境の改善や地域における外国人の消費拡大を図る事業を支援します。
　　事業内容　外国人旅行者目線を持つ県内在住留学生による調査
　　　　　　　留学生が保有するＳＮＳ等により、本県の観光情報を発信
　　　　　　　外国人による商品・サービスの購入等を促進するアプリの開発を支援
　　　　　　　　　補助率　県１／３（国２／３）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部観光誘客課）

　夜間の街の賑わいを創出し、滞在の楽しみを増やすことにより観光客の県内宿泊につな
げるため、プロジェクションマッピングやイルミネーションの実施を支援します。
　　補 　 助　  率　２／３（市町等）、１／２（民間事業者）
　　対象事業上限額　５，０００万円（同時実施の場合）
　　　　　　　　　　４，０００万円（プロジェクションマッピングのみの場合）
　　　　　　　　　　１，０００万円（ＬＥＤイルミネーションのみの場合）
　　財　　　　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部観光誘客課）

　オンラインにより福井観光を堪能できるＷｅｂ用のデジタルコンテンツを作成し、県内
の大自然・観光地の魅力を効果的に伝えます。
　　事業内容　自然、文化・歴史、工芸・芸能などジャンル別に臨場感ある動画を作成
　　　　　　　県内主要観光地テーマ毎に６か所程度（１か所につき２分程度）
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部文化課）

　今年６月に日本遺産認定を受けた鉄道遺産について、地元市町が行う誘客と魅力発信を
支援します。
　  事業内容　南越前町・敦賀市等が行う着地型ツアーの支援
　　　　　　　地元や県立歴史博物館における認定記念展の開催
　　　　　　　旅雑誌タイアップ記事掲載による全国発信
　　財　　源  地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部観光誘客課）

　県民グループの貸切バスによる県内旅行を喚起し、バス事業者の支援を増額します。
　　補 助 内 容　県民グループの県内旅行にかかる貸切バス料金の半額
　　補助上限額　７５，０００円
　　補 助 件 数  ６４０台→１，２８０台
　　財　　  源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）
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＜文化・スポーツ活動の支援＞

 若手アーティスト活動支援事業 6,300

[－]

 ふくい県民応援チーム映像配信支援事業 12,547

[－]

新型コロナウイルス対策寄付金の積立 29,635

[36,437]

新型コロナウイルス感染症対策予備費の増額 300,000

[500,000]

43,298,826

42,998,826 ）（予備費分除き 　計

新型コロナウイルス感染症対策  ９月補正予算対応　計

（交流文化部文化課）

　若手アーティストの活動を応援するとともに、売上等が落ち込む店舗や街のにぎわい創
出を図ります。
　　事業内容　レストラン等での若手アーティストの作品展示・販売
　　　　　　　ポータルサイト作成による情報発信力強化
　　実施主体　アーツ＆コミュニティふくい
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

（交流文化部スポーツ課）

　「ふくい県民応援チーム」の試合の動画配信を支援することで、コロナ禍における新た
なスポーツ観戦機会の提供やチームファン獲得、収束後の観客数増加に繋げます。
　　事業内容　動画配信するための機材を購入・無償貸し出し
　　　　　　　操作方法を習得する研修を開催
　　財　　源　地方創生臨時交付金（国１０／１０）

６　今後への備え

（総務部財政課）

（交流文化部定住交流課）

　県内外から集まった善意の寄付金を地域振興基金に積み増しし、新型コロナウイルス対
策に活用します。
　　財　　源　ふるさと納税寄付金　等

５　その他
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○検査・医療体制の強化

・感染症に関する相談窓口に県保健師ＯＢの配置 17,076

・軽症者等宿泊療養施設の整備（福井市少年自然の家 等） 13,797

・医療機関への入院調整を行う「入院コーディネートセンター」の設置、感染対策 3,130

　専門チームの派遣

・医療関係者を応援する横断幕の設置やブルーライトアップの実施 289

・検体採取センターの整備 20,062

・保健所の相談対応や健康観察業務の強化 8,722

・県有施設等における複数の検温が可能なサーマルカメラの設置 13,728

・県民への注意喚起を促すためのシンボル的施設のライトアップの実施 1,381

・感染拡大地域への保健師等の派遣による相談対応や疫学調査、看護業務の支援 1,703

・新型コロナウイルス感染症に関する研究課題に取り組む大学や研究機関の支援 2,000

○安心できる県民のくらしを確保

・「新型コロナウイルス感染拡大防止対策チーム」の設置 9,215

・ラジオや新聞広告を活用した県内の感染状況や知事からのメッセージ等の情報発信 24,190

・県民行動指針周知に向けたキャッチコピーやイラストデザインの作成 594

・県民向けマスク購入あっせん事業にかかる購入券の印刷および配布 10,766

・県内における密集場所や人口動態統計データの分析 4,290

・窓口対応にあたる職員のマスク等の購入 7,319

・県庁および警察職員によるテレワーク環境の拡張 24,328

・工事等の随意契約における電子入札システムの導入 3,781

・恐竜博物館の再開に向けた予約システムの導入や安全対策の実施 12,308

・避難所における感染予防資機材（間仕切等）の備蓄 19,228

・来県者に対する感染拡大防止の注意喚起のための看板設置 1,200

・県庁舎、出先機関における飛沫感染防止資材（アクリル板等）の整備 11,116

・県における経済的に困窮している学生の臨時的雇用の実施 2,963

・県立大学におけるウェブによる企業説明会等に対応した環境の整備 2,009

・警察留置施設等における感染拡大防止資材やＳＮＳを活用した情報発信機材の整備 1,610

○学校等における感染防止

・家庭学習用教材の郵送、ＤＶＤプレーヤー等の貸与、進学支援用タブレットの整備 20,551

・県立学校再開後の健康診断における感染予防資材の購入 2,154

・小中学校における家庭学習用動画本数の充実 9,801

・県外在住高校生の来県時における宿泊の支援 15,943

○県内企業等への支援

・テイクアウト・デリバリーに取り組む飲食事業者等の支援 3,902

・観客が減少した県内トップチーム支援のためのテレビ番組による試合内容等の放送 2,420

・旅行者の安心を確保するための県内の宿泊施設への非接触型体温計の配備 10,285

・小規模事業者に対する応援金の支給にかかる事務費 12,551

・中小企業産業大学校等におけるオンライン研修の実施等に必要な環境の整備 2,803

・県内企業に就職した留学生に対する日本語講座受講の支援 629

297,844

新型コロナウイルス感染症対策予備費（２年度）による対応

新型コロナウイルス感染症対策予備費（２年度）対応　計
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19,481

・リアルタイムＰＣＲや検査試薬購入　など

1,042,730

・検査試薬等の購入（１，０００検体分）や専門外来を設置する際の設備費支援

・制度融資・経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）の拡充

・経営相談や越境ＥＣへの転換に向けた県内企業の参入促進の支援　など

551,285

・医療機関への人工呼吸器等の設備費や個人防護具の整備費支援

・社会福祉施設等への消毒液等の購入・配布

・休業、失業等のため収入減となる方への生活福祉資金貸付　など

11,165,570

・制度融資・経営安定資金（新型コロナウイルス対策分）の拡充

・事業活動の縮小等を余儀なくされた事業者を国の助成金に加え県独自に支援

20,203,525

・県の休業要請に基づき休業や時間短縮を実施する企業に対する協力金の支給

・県制度融資の新資金創設および既存資金の融資・据置期間の延長　など

2,439,374

・対象事業所の増などによる福井県雇用維持緊急助成金の増額支援

・雇用調整助成金の対象とならない事業者に対する県独自の応援金を支給　など

11,073,203

・検査機器等の導入や病床の確保、医療・福祉サービス従事者への慰労金の支給

・県立学校における１人１台のタブレット端末の整備

・県内観光の推進（旅行代金の半額割引）や県内企業の設備投資への支援　など

2,139,692

・県内観光の推進（旅行代金の半額割引）における支援対象数の拡大

・雇用調整助成金を受けていない事業者に対する応援金の対象件数の拡大　など

249,000

・感染症対策に留意した県有施設におけるイベント等開催の支援

・感染症が発生した事業所等が県の求めに応じ協力した場合の協力金の支給　など

20,000

・クラスター防止のため、県の要請に応じて休業する事業者への協力金の支給

297,844

小　計 49,201,704

43,298,826

新型コロナウイルス感染症対策予算 累計額 92,500,530

⑧ ２年度６月追加補正予算

④ ２年度４月専決予算（予備費創設５億円を除く）

② 元年度２月追加補正・２年度補正予算

③ 元年度３月専決・２年度専決予算

⑤ ２年度４月追加専決予算

⑥ ２年度５月専決予算

⑨ ２年度７月専決予算

⑩ ２年度８月専決予算

　 予備費（２年度）　 ※④２年度４月専決予算時に創設（５億円）

　　　　　　　　　　 ※⑪２年度９月補正予算にて増額（＋３億円）計８億円

⑦ ２年度６月補正予算

【参考】　これまでの補正予算・予備費による対応

① 予備費（元年度）

⑪ ２年度９月補正予算（予備費増額３億円を除く）
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福井県長期ビジョンの推進

＜ 学びを伸ばす（人材力）＞

児童相談所・一時保護所強化事業

　
[241]

東尋坊活性化事業 21,900

[－]

 一乗谷朝倉氏遺跡受入環境整備支援事業 2,984

[－]

 燃料電池自動車普及促進事業 3,111

[－]

＜ 安心を高める（地域力）＞

（安全環境部環境政策課）

　令和３年春の商用水素ステーション開所に向けて、水素を燃料とする燃料電池自動車
（ＦＣＶ）の普及を図り、２０５０年の二酸化炭素排出実質ゼロ「ゼロカーボン」の実現
を推進します。
　　事業内容　県公用車へのＦＣＶ導入（１台 リース（令和３年３月～））
　　　　　　　燃料電池自動車普及啓発イベントの実施
　　財　　源　環境保全基金

予 算 額
［２年度８月現計］

（単位：千円）

（健康福祉部子ども家庭課）

　児童が安心して過ごせる環境づくりと一時保護所の機能強化のために、県内の一時保護
所を集約し、併せて中央児童相談所、婦人相談所を再整備します。
　　事業内容　令和２年度～３年度　基本設計
　　　　　　　令和３年度　　　　　実施設計
　　　　　　　令和４年度～５年度　建設工事
　　整備場所　福井市木田（県職員住宅跡地）
　　事業期間　令和２年度～５年度

＜ 楽しみを広げる（創造力）＞

（交流文化部観光誘客課）

　県外での認知度も高く、本県で最も観光客が訪れる東尋坊において、新しい魅力づくり
も含めた再整備を支援し、本県を代表する観光地としてスケールアップを図ります。
　　事業内容　県道の拡幅や駐車場の一元化に係る測量・基本設計
　　実施主体　坂井市
    補 助 率　１／２　等

（交流文化部文化課）

　今年５月施行の文化観光推進法により、一乗谷朝倉氏遺跡活用推進協議会が認定を受け
た地域計画に基づき行う朝倉氏遺跡の受入環境整備を支援します。
　　事業内容　遺跡内の無料Ｗｉ－Ｆｉ整備
　　　　　　　ＡＲ等最新技術導入計画の作成
　　実施主体　一乗谷朝倉氏遺跡活用推進協議会
　　事業期間  令和２年度～６年度

〈債務負担行為〉 〈22,950〉
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a

公共事業（補助事業、国直轄事業負担金）　　　　（農林水産部、土木部） 3,424,511
[53,948,321]

元年度
６月現計

①

２年度
８月現計

９月補正
２年度
９月現計

②
事　業　内　容

県営漁港等 726,274 593,721 43,651 637,372  茱崎漁港の補修

市町営漁港等 155,883 208,600 34,870 243,470  白浜漁港の改良　等6箇所

造　　林 752,280 669,220 16,491 685,711  山ぎわ中心の間伐

林　　道 761,212 401,371 16,061 417,432
 林道橋梁補修（大野市） 等
 2箇所

治　　山 2,149,807 2,044,455 263,516 2,307,971
 治山ダム（大野市）整備　等
 10箇所

土地改良 4,804,760 4,290,433 357,109 4,647,542  ほ場（敦賀市）の整備　等4箇所

農地防災 3,428,959 1,471,000 199,500 1,670,500
 排水機場（福井市）の整備　等
 4箇所

道　　路 16,563,604 14,724,110 1,412,792 16,136,902
 国道365号の整備　等19箇所、
 国道305号の防災対策　等11箇所

河　　川 5,493,264 5,411,800 110,808 5,522,608  七瀬川の河川改修　等8箇所

河川総合開発 4,010,860 1,280,000 20,000 1,300,000  吉野瀬川ダムの整備

砂　　防 2,183,853 1,988,200 35,950 2,024,150
 次吉地区（小浜市）の整備
 等2箇所

港湾・海岸等 623,320 699,000 884,242 1,583,242  福井港（北防砂堤、浚渫） 等7箇所

公　　園 70,000 54,000 23,700 77,700  トリムパークかなづ　等2箇所

農村総合整備、
街路等

3,785,484 3,338,643 ― 3,338,643

小　　計 45,509,560 37,174,553 3,418,690 40,593,243
 対前年同期比（②/①）
 　　　　89.2％

農林水産部 427,671 427,671 ― 427,671

土　木　部 11,197,562 16,346,097 5,821 16,351,918  北川　等5箇所

小　　計 11,625,233 16,773,768 5,821 16,779,589
 対前年同期比（②/①）
　　　　144.3％

57,134,793 53,948,321 3,424,511 57,372,832
 対前年同期比（②/①）
 　　　 100.4％

ゼロ県債の設定について 　　<債務負担行為>　<1,500,000>

  設定内容　１５億円

　新年度当初から工事に着手し、年間を通した工事の平準化を図るため、ゼロ県債を設定しま
す。

公共事業の増額
　国の内示等に伴う補正を行い、社会基盤の整備を促進します。

補
助
事
業

国
直
轄
事
業

合　　計

予 算 額

[２年度８月現計]

（単位：千円）
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